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1 はじめに

都市圏における二酸化炭素排出源のうち民生，交

通部門が比較的大きな割合を占めるが，これらの排

出量の予測及び削減効果の計測にはある程度の不確

実性が伴い，精緻な計測が困難な分野でもある [1]．
この課題に対し都市住民の行動をミクロ経済学の理

論に基づきモデル化し，都市住民による土地利用と

交通利用を一体的に扱ったモデルとして応用都市経

済モデル (以下CUEモデル)が挙げられる．容積率
規制や建物の高さに依存する排出を計測するために

建物市場を考慮し，かつ一般均衡理論体系と整合的

なモデルを構築し，ベトナム・ハノイ都市圏を対象

として実証分析を行った．

2 モデルの構成

対象都市の家計の総数は外生的に与えられる閉鎖

都市モデルとし，I個のゾーンに分割されている. 明
示的に扱う経済主体は，労働家計，小売財・サービ

スを生産する企業, 建物床を生産する開発者である．
市場は小売財・サービス市場, 労働市場，建物市場，
土地市場の 4つを定義する. 添え字 (i, j) ∈ (1, ..., I)
はゾーン番号を表している．

(1)家計の行動
家計は所得制約の下で自身の効用Uijを最大化する.
効用最大化によって決定された効用 U∗

ij によって居

住地－就業地の組み合わせ (i, j) ∈ (1,…, I)を決定
する. (i, j)決定後, 小売財・サービス, 住宅建物床
面積 bij , 余暇時間 Eij を消費する. 家計の効用 Uij

には誤差項 ϵijが含まれており, 家計によって異なる
選好を表している. この誤差項は i.i.dのガンベル分

布であると仮定することで家計の (i, j)選択確率 Pij

はロジットモデルで表される.

max
∀Zz ,b,E

Uij = max
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=
(
H − Eij − dGij −

∑
∀z aijZz|ijGiz

)
wj + W 　

Pij =
exp(λU∗

ij)∑
∀(s,t) exp(λU∗

st)
,

∑
∀(i,j) Pij = 1

∑
∀z Zz|ij：対象地域で生産された財・サービスの総

量, ιz|ij：ゾーン zの買い物魅力度を表す係数, pz：

ゾーン zで販売されている財・サービスの集計単位

あたりの価格, aij：買い物トリップ数, RH
i ：ゾーン

iでの住宅建物床面積あたりの賃料, wj：ゾーン jの

賃金率, H：総利用可能時間, d：通勤日数, gij , Gij：

ゾーン (i, j)間を往復する際に要する金銭的費用と
時間, W：家計一人あたりの地代・資本レント収入．

(2)企業の行動
労働時間Ljと業務建物床面積Sjを投入して小売財・

サービスXj を生産する．なお，生産関数は操業地

ゾーン j 特有の生産性を表す係数 Aj，投入係数 δ,
µ(δ, µ > 0, δ + µ = 1) を用いてコブダグラス型によ
り特定化し，費用 (CP

j )最小化として定式化する.

min
L,S

CP
j = wjLj + RB

j Sj

s.t. Xj = AjL
δ
jS

µ
j

(3)開発者の行動
土地面積Biと土地以外の建築資材Kiを投入して建

物床面積Qiを生産する. なお，生産関数は投入係数
a, b(a, b > 0, a + b = 1)を用いてレオンチェフ型に
より特定化し, 費用 (CD

i )最小化として定式化する．

minCD
i = riBi + MiKi

s.t. Qi = min[Bi/a,Ki/b]
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ri：ゾーン iの地代,Mi：ゾーン iの資材の一般価格.
なお, 堤ら [2]のように, 容積率を考慮しQiが法定容

積率 (σi)から算出される限界可能建築物床面積 Q̄i

を超す場合は, Qi = Q̄i = σiBi と設定する.

(4)均衡条件
土地利用モデルでの均衡式は以下の通り．(N：対象
都市の総家計数, Yi：ゾーン iの最大利用土地面積)
財・サービス市場 : N

∑
∀(n,s) Zi|nsPns = Xi

労働市場 :
Lj = N

∑
∀i

(
H − dGij − aij

∑
∀z GizZz|ij

)
Pij

建物市場 (居住用途) : N
∑

∀j Pijbij = QH
i

建物市場 (業務用途) : Si = QB
i

土地市場 (居住用途) : BH
i = Y H

i

土地市場 (業務用途) : BB
i = Y B

i

(5)交通行動モデル
(5.1)分布交通量
前述の土地利用モデルより, ゾーン ij間の通勤目的

TC
ij , 買い物目的 TS

ij の分布交通量が, TC
ij = NPij ,

TS
ij =

(
N
d

) (∑
s=1 PisZj|is

)
と求まる．しかし, 買い

物・通勤目的以外の発生トリップ TNR
ij も実際には

存在するので, ゾーン ij間で発生する総トリップ数

Tij は Tij = TC
ij + TS

ij + TNR
ij である.

(5.2)交通手段選択
mk

ij、tkij をゾーン i, j 間の交通手段 kの片道の金銭

的費用, 所要時間, τ , ζ は重み係数とし (i, j)間の総
費用関数を ck

ij = τmk
ij + ζtkij で定義する. ここで往

復の交通に要する総費用を Ck
ij = ck

ij + ck
jiと定義す

ると, ゾーン i, j間を交通手段 kで往復する際の効用

V k
ij は, V k

ij = Ck
ij +MAk

ij + ξk
ij と表現される．MAk

ij

は交通手段 k固有の定数，ξk
ij は誤差項は i.i.dのガ

ンベル分布であると仮定すると, 交通手段 kを選択

する確率は以下のロジットモデルで定式化される.

ωk
ij =

κk
ijexp(V k

ij + MAk
ij)∑

n κn
ijexp(V n

ij + MAn
ij)

ただし, κk
ij は交通手段 kが利用できるときは 1, 利

用できないときは 0を表す.
これを用いて, ゾーン ij 間の交通手段 k の交通量

Tijkは, Tijk = ωk
ijTij で表される.

(5.3)交通配分
前節の手段選択モデルを適用し, ある交通手段にお
ける目的別の交通需要が実際の交通ネットワークに

交通フローとして変換される。

Gij =
∑

ωk
ij(t

k
ij + tkji), gij =

∑
ωk

ij(m
k
ij + mk

ji)

3 シミュレーション分析

本研究で扱うモデルは, 居住地地代 rH , 業務地地
代 rB, 賃金率wを内生変数とする非線形連立方程式

体系として記述される. 計算過程は (1)ゾーン間ト
リップ時間Gij , トリップ費用 gij を所与としたとき

の居住地地代 rH , 業務地地代 rB, 賃金率 wをライ

ン・サーチ法を加えたニュートン・ラプソン法によ

り求め, 均衡状態において導出された各指標値から
ゾーン ij 間トリップを算出し, (2)この分布交通量
をもとに交通手段選択, 実際の交通ネットワークに
交通配分を行い, 交通市場が均衡した時点で得られ
る Gij , gij と (1)で所与としていた値との差が十分
小さければモデル全体として収束したとみなす. 値
の差が十分小さくなければ, (2)で得られたGij , gij

を (1)での値として代入し, 収束するまでこの作業
を繰り返す.土地利用モデルと交通モデルの両者が
収束した点を全体での均衡点とする.
本研究では, パーソントリップ調査, 土地利用調
査等によるデータを用い, Hiep(2014)[3]と同様, 家
計, 企業, 交通モデルのパラメータは Hiep(2014)と
同じ値を使用した．新たにモデルに追加した開発者

行動のパラメータに関しては, データの入手制約上,
仮想的にデータを設定した．2030年をターゲットと
した都市圏におけるハノイマスタープランを政策分

析の対象とし, 郊外に新たな副都心を開発した場合
(case1)と，副都心開発にあわせて副都心と現在の都
心とを結ぶ鉄道整備を行った場合 (case2)を想定し，
分析を行った．

4 おわりに

開発者の床供給行動を考慮し一般均衡理論体系と

整合的な CUEモデルの構築を行い，ハノイ都市圏
におけるマスタープランにおける副都心開発や鉄道

整備のもたらす影響を評価した．なお紙面の都合上，

分析結果については講演時に発表する．
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